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1　はじめに

　地域分権が本格的に進展する中、住民に身近な総合的な行政主体である市町村の行財政基盤を強化するために、市町村合併により、その規模・能力を充実していくことは必須の課題である。

その市町村合併は、ますます厳しさを増す社会経済環境のもと、自治体のあり方を大きく変える契機なのであり、決してそれ自体がゴールではない。市町村合併で大切なことは合併を契機にその後どのような市町村をつくっていくか、どのような行政システムを構築していくかであり、合併はそのための手段の一つとして考えることができる。しかし、実際は財政状況の悪化を背景として駆け込み的に合併に取り組む地域が多いように見受けられる。そのために合併すること自体が目標になってしまい、合併後のまちづくりが成り行き任せの中途半端なものになってしまうことが懸念される。

実際、多くの合併事例をみても、合併によって直ちに地域の問題が解決されているわけではなく、最も期待される行政運営の効率化についても、旧市町村の体制（職員数、組織、役場庁舎など）を温存する過渡的なシステムが長期化し、かえって非効率になっているケースもみられる。

このように、新たな「まち」としてスタートした出だしでつまずいてしまっている自治体も数多いと考えられる。そこで、合併する市町村が地域社会の再生に向けてどのような取り組みを進めていくのかが問われることになる。もちろん、合併だけが選択肢でなく、「合併しない」という方向で独自の行財政改革によって単独で生き残りを図っていく自治体もある。

合併はあくまでも「器づくり」であって、その中身をどうしていくかが最大のポイントなのである。そのためには、現行システムの延長ではなく、新たな自治体をつくるという観点から前向きな取り組みがなされるべきである。そこで、より良い中身にしていくための取り組みとは一体何なのか考える必要がある。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2　「平成の大合併」の動向

[1]　合併推進の背景

　まず、どうしてこれほどまでに市町村合併が叫ばれたのか、その背景について考えたい。現在の合併推進の背景には、第一に現在の市町村行政システムの限界が考えられる。これは、市町村の規模だけで一概に言うことはできないにしても、小規模な市町村が、税収の伸び悩みや高齢化・少子化の進展などを抱え、社会情勢の変化に対応していくことが極めて困難になっているという現状から考えていくことができる。また、自治体自体が行政課題の多様化・高度化に対応して政策立案・遂行能力を高めていかなければならないという観点からも自治体の規模拡大、つまり市町村合併が望まれるのである。

　しかし、実際に合併の動きがこれほど急速に進展した背景には、2005年3月末日が期限であった合併特例法（合併旧法）の影響が非常に大きいと考えられる。つまり、財政状況の厳しい市町村が財政基盤の拡大のために合併特例法（合併旧法）を意識して合併推進を行い、それが「平成の大合併」と言われるまでの大きな時代の流れを生み出すことになったのである。

ここで、合併問題の発端ともいえる市町村の財政状況の悪化について触れておく必要がある。

　近年、市町村民税は個人・法人ともに減少傾向が続き、固定資産税・都市計画税についても地価下落の影響から減少に歯止めがかからない。市町村においては、予算編成の度に、税収見込みが予想以上のペースで減少しているのが現状である。また、「三位一体の改革」の中で地方交付税や国庫支出金が削減され、その見返りで税源移譲が行われても、歳入総額ベースでは減る可能性が高い。このように、市町村の歳入が増える要素は少なく、多くの市町村では現状維持がようやくと言う状況である。

一方、歳出については、扶助費、公債費、繰出金（介護保険、国民健康保険、老人医療等）など義務的に増加していく経費が多い。人件費についても、多くの市町村で大量採用時代の職員が集中的に退職する時期を控えており、職員数の削減、給与カットなど相当な努力をしない限り、今後の増加を抑えられない。したがって、政策的な経費である普通建設事業などを大幅に削減した予算編成、赤字決算の中での綱渡りの財政運営は一般的な現象となりつつある。このような状況に対して、将来にわたって単独の市町村として対応するには限界があるため、「合併」を選択せざるをえない状況が生じるのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[2]　合併協議の進め方

　1995年の合併特例法の改正において、住民のイニシアティブにより合併を進めるため住民発議制度（合併協議会設置の直接請求）が設けられたが、2004年10月時点で設置されている585協議会のうち住民発議によるものは54協議会（全体の9.2％）だけであることからも、「平成の大合併」においては行政サイドが主体的に合併を検討し始めたケースが多いといえる。この合併協議会中心による協議については、「合併後のまちづくり」という観点から次のような課題が生じると考えられる。

	①　開催期間・回数に制限があり、十分な協議が行えない。

	②　関係市町村（住民）として合併によるメリット、デメリットがどうなるのか
という視点が強く、どのような「新しいまち」をつくるかという視点が弱い。

	③  広範囲な住民参加の機会が確保されていない。

	④　まちづくりや政策各分野の専門家の参加が少ない。


市町村建設計画

　市町村が合併を検討するに当たっては、地域の将来ビジョンを検討し、住民に示していく必要がある。そこで、合併協議会では、地域の将来ビジョンを検討し、それを市町村建設計画として作成しているのである。この市町村建設計画は、合併するかどうかの判断材料となるばかりでなく、いわば合併後の市町村のマスタープランであり大変重要なものであって、財政面での様々な支援措置も、この建設計画を基礎として講じられることになっている。その市町村建設計画の主な内容は以下の通りである。

建設計画の主な内容

1 合併市町村の建設の基本方針

2 新市町村建設の根幹となるべき事業に関する事項

3 公共的施設の統合整備に関する事項

4 合併後の財政計画（合併後概ね10年間程度の歳出・歳入を見通したもの）

　今後、合併協議の進め方を考える上で、多くの合併協議会でこのような課題が生じていることを十分認識し、まず合併後のまちづくりを検討していくための体制・システムそのものの整備を急ぐ必要があると考えられる。その場合、行政関係者や各分野の専門家だけでなく、当然のこととして住民参画の機会を確保することも忘れてはならない。

　実際、「平成の大合併」においては多くの自治体で合併の是非についての住民投票が行われている。その結果を見ると、合併反対が多数を占める結果となっているケースが多く、　「課題はあるが、十分にわかっている現在の自治体」と「どうなるか不安な合併後の自治体」という選択肢においては、現状を選択する住民が多いのである。この背景には、新自治体についての明確な情報が住民全体に共有されていないという状況が隠れているのである。もちろん、そのような状況下での住民投票で合併に対する住民の考えを推し量るのは無理なのである。合併後にどのようなまちづくりが行われていくのか、合併の姿を具体的に住民に示すことによって、合併にかかわる議論を高めるとともに、地域住民が合併の是非について判断するための材料を提供することが重要である。

そして、どうして今、合併を検討するのかという現状を考えれば、行政サイドが住民と十分に情報を共有し合った上で、住民も地域の将来に対し責任をもった判断を下すことが望まれる。

[3]　合併の進捗状況と今後の見通し

　合併特例法（旧法）の平成11年改正が適用される前の平成11年3月31日時点で

3,232であった市町村数は平成18年3月31日には1,821になると見込まれており、581件の合併により1,411減少することになっている。（総務省資料より）

　しかし、新市の庁舎の位置、名称等をめぐって関係市町村の協議が紛糾したり、合併後の議員報酬の水準や前議員の待遇などをめぐり住民から反対運動がおきているケース、さらには合併の是非や合併市町村の組み合わせをめぐって住民から首長への解職請求が出されたりするケースも増えており、短期間で合併協議をまとめるのは必ずしも容易なことではない。　

3　新市町村合併支援プラン

[1]　市町村合併支援の必要性

　政府は、市町村による自主的な合併の取り組みの進展を踏まえ、市町村合併について、国民への啓発を進めるとともに、国の施策に関する関係省庁間の連携を図るため、平成13年3月27日に市町村合併支援本部を設置している。そして、平成13年8月には「市町村合併支援プラン」（旧プラン）を策定し、翌年には旧プランを拡充して、政府全体として市町村合併の効果的な支援を行ってきた。その結果として、平成17年３月末までに市町村合併は急速に進展することとなった。

　このように、旧プランの下で市町村合併は着実に成果を挙げてきているが、地域ごとの進捗状況には差異がみられ、平成17年4月以降も「合併新法」の下で、引き続き自主的な市町村の合併を全国的に推進していく必要がある。そこで、市町村合併支援本部は、平成17年6月に引き続き各省庁が連携、協力して市町村合併を支援していくことを決定し、また、新たな市町村合併支援プランを取りまとめることを決定している。

　この新支援プランは、新法の下で市町村が合併し、新しいまちづくりを行うに当たっての支援本部としての支援策等を策定し、これを実施することにより、自主的な市町村の合併を強力に促進し、地方の個性あるまちづくりを実現させるものである。

[2]　新支援プラン

１　市町村合併支援策

①　地方行財政上の支援策及びその拡充策

　ａ　行財政支援

· 町村合併の市制要件の緩和

· 「わが街づくり支援事業」の活用

· 市町村合併が行われた場合の選挙権の特例

· 市町村議会議員の選挙区の特例

· 合併協議会に係る住民発議制度及び住民投票制度

· 支所・出張所、地域審議会及び郵便局の活用

· 政令指定都市の指定の弾力化

· 補助施設の他用途転用の取り扱い

· 施設の統合整備に伴い廃止・転用する施設に充当された地方債の繰上げ償還の取り扱い

· 合併後市町村の人材育成への支援

などの様々な行政支援策が計画されている。

　

ｂ　財政措置等による支援

· 普通交付税の算定の特例

· 合併直後の臨時経費に対する財政措置

· 合併市町村まちづくりのための事業に対する財政措置

· 合併前に必要となる事業に対する財政措置

· 合併支援のための公債費負担の格差是正に係る財政措置

· 合併準備経費に対する財政措置

· 都道府県の行う合併推進事業に対する財政措置

· 都道府県の行う合併支援経費に対する財政措置

· 税制上の特例措置

などが財政面における支援策である。

　②　関係省庁の連携による支援策

　　市町村合併支援本部は、当面次の分野に係る施策を講ずることによって、対象地域における総合的かつ計画的な整備をするものとしている。また、支援策の実施に支障が生じることのないよう、施策の内容に応じ、必要な地方財政上の措置を行っていくとしている。

(1) 　快適な暮らしを支える社会基盤の整備

　　　－道路の整備

　　　－公共交通の整備

　　　－市街地の整備

　　　－住環境の整備

　　　－公園・緑地の整備

　　　－地域の再生

(2) 　豊かな生活環境の整備

　　　－廃棄物処理対策の推進

　　　－上下水道の整備

　　　－消防・防災・国土保全の推進

　　　－情報通信の整備

(3) 　生涯にわたる保健・医療・福祉の充実

　　　－国民健康保険事業の安定的な運営の推進

　　　－高齢者の社会参加の促進

(4) 　次世代を担う教育の充実

(5) 　新世紀に適応した産業の振興

　　　－農林水産業の振興

　　　－商工業の振興
(6) 　連携・交流による開かれたまちづくり

　　　
２　市町村合併支援アドバイザー制度

　市町村合併に伴い、合併市町村は、広域的観点に立ったまちづくりや施策展開を行う必要が生じ、また、広域的な調整、取り組み等を必要とする課題に対処しなければならない。しかし、合併直後の市町村には、この需要に適切に対応したプランニングや組織づくりを行う人材やノウハウが不足しがちになる、

　そこで、合併に伴い必要となる各種施策を効果的に展開することを目的として、都道府県により、次に掲げる各省庁のアドバイザー制度を活用した市町村合併支援アドバイザー制度が創設されたのである。

　この制度においては、要請に応じて各省庁のアドバイザー制度の連携によるチーム派遣も可能なものとしている。また、各省庁アドバイザーを市町村合併支援アドバイザーに委嘱する場合、総務省の協力を得て、各省庁アドバイザーに対して、市町村合併の研修・講習を必要に応じ実施することができるとしている。

· 市町村合併アドバイザー

市町村合併の推進を積極的に支援するため、都道府県、市町村又は民間団体の　頼に基づき、市町村合併施策を推進するための具体的な方策に関する提言、情報の提供等が行える豊富な知識と経験を有する者をアドバイザーとして派遣する。

· 人材育成等アドバイザー

地方公共団体の要請に応じ、研究講師や人材育成方策の構築、推進に関するアドバイザーとして適任の者を派遣する。

· 消防広域再編アドバイザー

消防の広域再編を積極的に支援するため、都道府県、市町村又は広域行政機構の依頼に基づき、消防の広域再編の推進に必要な分野について具体的な方策に関する助言、情報の提供等が行える豊富な知識と経験を有する者を派遣する。
· 地域振興アドバイザー（大都市地域連携タイプ）

地域の多種多様な課題を解決するため、異種・同種の地域の特色を生かした連携・交流を進めようとする地方公共団体、民間団体等の要請に応じ、その連携・交流に関する取り組みの内容等を勘案して派遣が適当と認められ者を派遣する。

· 地域振興アドバイザー

地域づくり活動を推進するため、地域づくり推進体制を整備する等の市町村の要請に応じ、地域づくりに関する知識・情報等を有する者のうちから適当と認められるものを派遣する。

4　合併後のより良いまちづくりのために

今までにあげた問題意識を踏まえ、合併後のまちづくりをより良く進めていくための方策として、大きく次の４つのポイントが考えられる。そして、それぞれの対応の仕方が重要になってくる。
　
[1]　新市の将来構想・戦略の統合的策定　　－迅速かつ統合的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－市民参加プロセス　

まず、新市の将来構想・戦略の統合的策定についてだが、合併議論の段階で策定スケジュールを勘案しながら、できる限りの住民参画の手法を取り入れなければならない。特に「新市の基本理念と将来像」「まちづくりの基本方針」について極力住民の意向を反映したものとするため、地域住民との密接な連携を図り住民の意見を集約したかたちで新市のビジョンは策定されるべきである。しかし、合併後は様々な行政計画が策定されており、以下の事例にみられるように、同時期に様々な計画策定が併行して行われることもあるため、市民参加が困難になる。

	合併後初年度
	総合計画、行財政改革大綱、地域情報化計画

	２年目着手
	高齢者保健福祉計画、障害者基本計画、地域福祉計画

	
	都市計画マスタープラン、スポーツ振興計画、商店街振興プラン

	
	農業振興プラン

	３年目着手
	都市計画マスタープラン策定市民懇談会、使用料等審議会、

	
	環境審議会、健康づくり推進プラン検討委員会、図書館協議会

	
	行財政改革推進委員会、生活安心のまち市民懇談会‥‥


そこで、合併後も市民参加をスムーズに行っていくために、次のような市民参加プロセスが望ましいのではないかと考える。

●　総合計画と分野別計画を策定するプロセス

[一般例]　総合計画を策定後、分野別計画をそれぞれ策定

	総合計画の策定
	―→　保健福祉関連計画の策定―市民参加

	
	―→　教育文化関連計画の策定―市民参加　　

	
	―→　都市計画関連計画の策定―市民参加

	
	―→　産業関連計画の策定―市民参加


策定期間が長期に及び、計画ごとに市民参加の場を設置する必要がある。　


　　　　　　　　　　　　　　

　

総合計画と分野別計画を一貫したプロジェクトとして構築し策定する　

	総合計画の策定
	―→　―→　―→　―→　―→

	　　↑

	市民WG
	―→
	保健福祉関連計画の策定

	　　｜

	市民WG
	―→
	教育文化関連計画の策定

	　　｜

	市民WG
	―→
	都市計画関連計画の策定

	　　｜

	市民WG
	―→
	産業関連計画の策定


策定期間の短縮、市民WG（ワーキング・グループ）での検討成果を、内容に応じて総合計画と分野別計画に振り分けけることが可能、総合計画と分野別計画の一貫性を確保できる。これにより、市民参加によるWGでの重複・無駄を極力減らしながら、整合がとれた総合計画と分野別計画を時間や費用を節約しながら策定することが可能となる。

[2]　新たな投資余力を生む行政コストの削減　－人件費の削減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－公共施設の配置見直し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－住民負担の適正化
新たなまちづくりを進めていく「余力」を生むためには、合併後の早い段階でコスト削減を進めることが重要である。

そのため、類似団体都市の規模を目安としたまちづくりを進めるのではなく、新しいまちづくりの方向性と連動したあるべきまちの姿をベースに必要となる行政計画を設定し、その実現に向けた取り組みと移行プロセスを具体化する行政改革を行うことが求められる。

また、その際、合併効果を発揮するため短期間でのスリム化を達成することや、行革効果を市民にアピールしていくことが重要となる。

[3]　生活圏単位のまちづくり　－中学校区等の地域を単位とするまちづくり

　　　　　　　　　　　　　　－合併旧市の各種団体の早期統合（旧市意識の排除）
合併市の事例を見ると、旧市単位でなく、小学校区や中学校区等の身近な生活圏を地域単位としてまちづくり（住民交流、ビジョン策定、公共施設整備等）を進めている例がみられる。また、関係団体の統合を推進されている。なかには、市長が率先して市民に説明して取り組んでいる合併市もある。

合併により市域が広域化し、行政の目が周辺部に行き届かなくなることへの懸念がある中で、旧市町村単位でなく、生活圏単位のまちづくりを活性化していくことは、旧市町村意識を払拭するとともに、パートナーシップのまちづくりを進めていく上で有効な方策と考えられる。

そのため、新市においては、合併を生活圏単位のまちづくりに取り組む契機とし、地域での意見交換の場の設定、地域意向の市政への反映等、生活圏単位でのまちづくりの仕組みの構築に取り組むことが求められる。

[4]　住民と行政とのコミュニケーション　－状況共有　

合併市においては、合併前の段階では、住民への説明会を開き、特別な広報紙を発行するなどして様々な情報提供が図られているところが多いが、合併後においては、行政改革の成果についての情報発信や住民への説明は十分行われていないという自治体もある。実際、合併後のコミュニケーションが、合併の成果と課題を住民と共有する上で重要ではないかと考えることができる。　

その住民とのコミュニケーションのためには、明確な道筋を示すことが重要であり、その道筋のもと、目指すまちの実現状況や、行政改革の進捗状況について、定期的に住民に発信し、情報共有を行うことが必要である。

　

　
5　おわりに

　平成の大合併の論議を経て、今、多くの自治体が新たな出発点にたっているのが事実であり、今後も多くの自治体が合併への取り組みを行うことになる。合併した自治体においては市町村建設計画を基礎として、また、合併を選択しなかった自治体においては自立に向けて、それぞれ「自分たちのまちの目指す姿」というビジョンを住民・議会・行政のコミュニケーションのもと構築・共有し、決して行政主導ではなく、住民主導による「ビジョンに基づくまちづくり」を実現するための仕組みを整えることが求められる。

　従来、国、都道府県の方向付けに追随しておけば無難であった市町村行政が、今回の合併論議においては、それぞれの市町村が自らの責任においてそれぞれ重大な決断を下すことになった。これからの地方自治の拠り所となるのは、国、都道府県ではなく、自治体住民であり、それぞれの取り組みを成功させるにあたっては、「住民を中心としたまちづくりの仕組み」必要不可欠となる。

　そして何より、住民・議会・行政のそれぞれが、計画の実現に向けて提案し合える関係をもち、オープンで透明な討議にかかわり、同じ方向性の中でそれぞれの責任・役割を果たしていくことで大切なことである。　
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